
平　成　２８　年　度
普　通　会　計　決　算　見　込　み　の　概　要
平成２９年 ７月
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	➢ 実質収支(注)は３８億円となり、９年連続の黒字。
（一般会計の実質収支は２１億円の黒字。）

➢ 財源対策として、行政改革推進債を６７億円発行するとともに、財政調整基金を
１５０億円取崩した。


（注）実質収支は、財源対策を含んだ歳入決算総額から歳出決算総額及び翌年度への繰越額を除いたもの。
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実質収支の推移

（億円）


　　　　　　　　　　実質収支　３８億円
	
	歳入総額 (A)
	歳出総額 (B)
	翌年度へ繰越

すべき財源 (C)
	実質収支

(A)-(B)-(C)

	Ｈ28
	2兆7,770億円
	2兆7,582億円
	150億円
	38億円

	Ｈ27
	2兆8,468億円
	2兆8,236億円
	141億円
	91億円

	Ｈ26
	2兆8,166億円
	2兆7,945億円
	155億円
	66億円

	Ｈ25
	2兆8,275億円
	2兆7,805億円
	227億円
	243億円

	Ｈ24 
	2兆7,822億円
	2兆7,515億円
	167億円
	140億円




· 財政調整基金年度末残高（H21からH26までについては、地域活性化・公共投資臨時交付金分等を除く。）
（単位：億円）

	
	H12
	H13
	H14
	H15
	H16
	H17
	H18
	H19
	H20
	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28

	年度末残高
	7
	13
	13
	13
	13
	13
	13
	13
	383
	434
	1,256
	1,385
	1,438
	1,500
	1,612
	1,602
	1,479

	
	積立額
	
	6
	
	
	
	
	
	
	370
	51
	823
	129
	53
	61
	112
	19
	27

	
	取崩額
	6
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	30
	150



	➢ 歳入は、企業業績の改善や税制改正による法人二税の増収などにより府税が増となったが、地方法人特別譲与税や臨時財政対策債、制度融資貸付金償還金の減などにより、全体としては６９８億円の減（▲２.５％）。

➢ 歳出は、後期高齢者医療関係経費など社会保障関係経費が増となっているが、公債費や制度融資貸付金の減などにより、全体としては６５５億円の減（▲２.３％）。



　　　　　　　　２兆７,７７０億円（対前年度比　▲６９８億円、▲２.５％）
（１）府税　　　　　　　　　１兆２,９９２億円（対前年度比 ＋１５１億円、　　＋１.２％）
　　・法人二税　　　 　　　　　 ４,０８０億円（　　同　   ＋３９１億円、　＋１０.６％）

　　・地方消費税　　　　　　　　３,５０２億円（　　同　　 ▲１３７億円、　　▲３.８％）

（２）地方譲与税　　　　　　　　１,３３４億円（　　同　 　▲２４７億円、　▲１５.６％）
　　・地方法人特別譲与税　  　　１,２９８億円（　　同　 　▲２４４億円、　▲１５.８％）
（３）地方交付税等

・地方交付税　　　　　　　　２,７６４億円（　　同　　　 ▲６２億円、　　▲２.２％）
・臨時財政対策債　　　　　　１,５１９億円（　　同　　 ▲３１６億円、　▲１７.２％）

（４）財源対策
・財政調整基金繰入金 　　　　　１５０億円（　　同　　 ＋１２０億円、＋４００.０％）

・行政改革推進債　　　　　　　　 ６７億円（　　同　　　　 ▲５億円、　　▲６.９％）
（５）その他（大きな増減のあったもの）

・制度融資貸付金償還金　　　２,７１０億円（　　同　　 ▲３１８億円、　▲１０.５％）
· 構成比

　　　　　　　　２兆７,５８２億円（対前年度比　▲６５５億円、▲２.３％）
（１）人件費　　　　　　　 　 　８,２２９億円（対前年度比　　 ＋０億円、　　＋０.０％）

（２）公債費　　　　　　　　　　３,９０６億円（　　同　　　 ▲９９億円、　　▲２.５％）
（３）投資的経費　　　　　　　　１,９１４億円（　　同　　　 ＋５１億円、　　＋２.８％）
（４）補助費等　　　　　　　　　８,４５３億円（　　同　　 ▲２０９億円、　　▲２.４％）
・地方消費税市町村交付金　　１,６５７億円（　　同　　 ▲１８７億円、　▲１０.２％）
・後期高齢者医療関係経費　　１,０１５億円（　　同　　 　＋６０億円、　　＋６.３％）
・施設型給付費負担金　　　　　 ２７７億円（　　同　　 　＋４４億円、　＋１９.０％）

（５）その他（大きな増減のあったもの）

・制度融資貸付金　　　　　　２,７１０億円（　　同　　 ▲３１８億円、　▲１０.５％）
· 構成比

〔別　紙〕
· 単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差等が一致しない場合がある。

１　決算規模及び決算収支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区　　　　　　　　分
	平成２７年度 (A)
	平成２８年度 (B)
	増減額 (B)-(A)=(C)
	増減率 (C)/(A)

	歳　 入 　総 　額 　  (a)
	2,846,805
	2,776,964
	▲ 69,841
	▲ 2.5

	歳　 出 　総 　額　   (b)
	2,823,624
	2,758,169
	▲ 65,455
	▲ 2.3

	形 式 収 支   (a)-(b)=(c)
	23,181
	18,795
	▲ 4,385
	―　

	翌年度へ繰越すべき財源(d)
	14,074
	15,030
	＋ 957
	―　

	実 質 収 支   (c)-(d)=(e)
	9,107
	3,765
	▲ 5,342
	―　


　
・　実質収支は、37億65百万円の黒字となり、９年連続の黒字。

　・　決算規模は、貸付金や補助費等の減などにより縮小。
２　歳　　入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）
	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２８　　年　　度

	
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率

	府税
	1,284,042
	45.1
	＋ 16.7
	1,299,188
	46.8
	＋ 15,145
	＋ 1.2

	
	うち法人二税
	368,908
	13.0
	＋ 12.1
	407,988
	14.7
	＋ 39,081
	＋ 10.6

	
	うち地方消費税
	363,867
	12.8
	＋ 56.3
	350,201
	12.6
	▲ 13,666
	▲ 3.8

	地方譲与税
	158,162
	5.6
	▲ 9.4
	133,442
	4.8
	▲ 24,720
	▲ 15.6

	地方交付税
	282,560
	9.9
	＋ 2.2
	276,375
	9.9
	▲ 6,185
	▲ 2.2

	
	《参考》地方交付税等 ※
	466,041
	16.4
	▲ 13.6
	428,262
	15.4
	▲ 37,779
	▲ 8.1

	国庫支出金
	249,086
	8.7
	▲ 0.2
	254,183
	9.1
	＋ 5,097
	＋ 2.0

	地方債
	289,182
	10.2
	▲ 17.1
	309,832
	11.2
	＋ 20,650
	＋ 7.1

	
	うち臨時財政対策債
	183,481
	6.5
	▲ 30.2
	151,887
	5.5
	▲ 31,594
	▲ 17.2

	
	うち臨時財政対策債を除く
	105,701
	3.7
	＋ 23.0
	157,945
	5.7
	＋ 52,244
	＋ 49.4

	諸収入
	398,220
	14.0
	▲ 3.0
	332,537
	12.0
	▲ 65,682
	▲ 16.5

	
	うち制度融資貸付金償還金
	302,754
	10.6
	▲ 5.9
	271,000
	9.8
	▲ 31,754
	▲ 10.5

	その他
	185,553
	6.5
	▲ 27.6
	171,407
	6.2
	▲ 14,146
	▲ 7.6

	歳入合計
	2,846,805
	100.0
	＋ 1.1
	2,776,964
	100.0
	▲ 69,841
	▲ 2.5


· 地方交付税等は、地方交付税と臨時財政対策債の合計。
・【府税】
円高の影響等による地方消費税の減収を、企業業績の改善や税制改正による法人二税の増収が上回り、
増となっている。
・【地方譲与税】
平成26年度税制改正により地方法人特別税の一部が法人事業税に復元されたため、減となっている。
・【地方交付税等】
府税収入の増により、減となっている。

・【国庫支出金】
子育て支援対策臨時特例交付金や社会資本整備総合交付金などの増により、増となっている。

・【地方債】
臨時財政対策債は減となったが、病院事業債の増などにより、増となっている。
・【諸収入】
制度融資資金貸付金償還金の減などにより、減となっている。

・【その他】
財産収入や繰入金の減などにより、減となっている。


３　歳　　出

（１）主な性質別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２８　　年　　度

	
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率
	決算見込額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率

	義務的経費
	1,274,472
	45.1
	▲ 1.6
	1,268,971
	46.0
	▲ 5,501
	▲ 0.4

	
	人件費
	822,852
	29.1
	▲ 1.0
	822,892
	29.8
	＋ 40
	＋ 0.0

	
	扶助費
	51,076
	1.8
	＋ 5.4
	55,476
	2.0
	＋ 4,400
	＋ 8.6

	
	公債費
	400,543
	14.2
	▲ 3.7
	390,603
	14.2
	▲ 9,940
	▲ 2.5

	投資的経費
	186,246
	6.6
	▲ 4.6
	191,387
	6.9
	＋ 5,142
	＋ 2.8

	
	公共事業費
	108,865
	3.9
	▲ 10.4
	116,883
	4.2
	＋ 8,019
	＋ 7.4

	
	単独事業費
	77,381
	2.7
	＋ 4.9
	74,504
	2.7
	▲ 2,877
	▲ 3.7

	その他経費
	1,362,907
	48.3
	＋ 4.5
	1,297,810
	47.1
	▲ 65,097
	▲ 4.8

	
	補助費等
	866,155
	30.7
	＋ 14.9
	845,264
	30.7
	▲ 20,892
	▲ 2.4

	
	貸付金
	337,403
	12.0
	▲ 6.1
	309,043
	11.2
	▲ 28,360
	▲ 8.4

	
	積立金
	46,467
	1.6
	▲ 37.4
	35,016
	1.3
	▲ 11,451
	▲ 24.6

	
	その他
	112,882
	4.0
	▲ 3.1
	108,488
	3.9
	▲ 4,394
	▲ 3.9

	歳出合計
	2,823,624
	100.0
	＋ 1.0
	2,758,169
	100.0
	▲ 65,455
	▲ 2.3


· 【義務的経費】　公債費の減が扶助費の増を上回り、義務的経費全体としては減となっている。

· 【人　件　費】　職員の新陳代謝や給料月額引下げにより職員給及び退職手当が減となったが、被用者保険一元化に伴う
標準報酬制の導入等による共済組合負担金の増により、横ばいとなっている。
· 【扶　助　費】　難病対策事業費における指定難病の拡大に伴う対象者の増などにより、増となっている。

· 【公　債　費】　発行府債の利率低下等に伴う利子支払額の減などにより、減となっている。

· 【投資的経費】　国の経済対策に伴う道路改良事業などの増により公共事業費が増となり、全体として増となっている。

· 【補助費等】　地方消費税交付金や株式等譲渡所得割交付金の減が、社会保障関係補助金等の増を上回り、
全体として減となっている。

· 【貸　付　金】　制度融資資金貸付金や中小企業等金融新戦略事業資金貸付金の減などにより、減となっている。

· 【積　立　金】　地域医療介護総合確保基金の減などにより、減となっている。

（２）主な目的別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２８　　年　　度

	
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率

	教育費
	675,641
	23.9
	▲ 1.5
	678,231
	24.6
	＋ 2,590
	＋ 0.4

	民生費
	500,576
	17.7
	＋ 5.0
	513,647
	18.6
	＋ 13,071
	＋ 2.6

	商工費
	349,800
	12.4
	▲ 5.1
	289,751
	10.5
	▲ 60,049
	▲ 17.2

	警察費
	264,189
	9.4
	＋ 1.8
	261,674
	9.5
	▲ 2,515
	▲ 1.0

	土木費
	211,485
	7.5
	▲ 0.5
	220,404
	8.0
	＋ 8,919
	＋ 4.2

	総務費
	96,153
	3.4
	▲ 22.9
	80,093
	2.9
	▲ 16,060
	▲ 16.7

	その他
	725,781
	25.7
	＋ 8.9
	714,368
	25.9
	▲ 11,413
	▲ 1.6

	歳出合計
	2,823,624
	100.0
	＋ 1.0
	2,758,169
	100.0
	▲ 65,455
	▲ 2.3




４　主な財政分析指標等
（１）財政力指数　：前年度に比べて０.０２ポイント改善し、０.７７となった。
	
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28

	大　　阪　　府
	0.72
	0.73
	0.74
	0.75
	0.77

	全都道府県平均
	0.46
	0.46
	0.47
	0.49
	―


（２）経常収支比率　：前年度に比べて１.３ポイント悪化し、１０１.１％となった。

	
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28

	大　　阪　　府
	97.2%
	98.7%
	99.9%
	99.8%
	101.1%

	全都道府県平均
	94.6%
	93.0%
	93.0%
	93.4%
	―


　　・　経常一般財源の収入総額（比率算定式の分母）は、府税が増となったが地方法人特別譲与税や地方交付税などが
減となったため、全体としては減となり、０.１ポイント悪化した。
　　・　経常経費に充当された一般財源（比率算定式の分子）は、社会保障関係経費などの増により補助費等が増となり、
１.２ポイント悪化した。
（３）地方債現在高　：普通会計ベースでは、府債の元金償還が新規発行を上回ったため、前年度末に比べて２７８億円減少した。

	
	平成２７年度末
	平成２８年度末
	増　減　額
	増　減　率

	地方債現在高〔普通会計〕
	5,544,828百万円
	5,517,030百万円
	▲ 27,798百万円
	▲ 0.5%

	
	府民一人当たり現在高
	627,790円
	625,069円
	▲ 2,721円
	▲ 0.4%

	全都道府県地方債現在高
	89,020,723百万円
	―
	―
	―

	
	国民一人当たり現在高
	707,121円
	―
	―
	―


（※）普通会計ベースでは、決算統計のルールとして減債基金に積立てた償還額を地方債残高から除いている。

（※）「府民一人当たり現在高」は、地方債現在高〔普通会計〕を４月１日現在の大阪府毎月推計人口で除したもの。

「国民一人当たり現在高」は、全都道府県地方債現在高の合計を１月１日現在の住民基本台帳人口で除したもの。

　　　≪参　考≫　全会計の地方債現在高
	
	平成２７年度末
	平成２８年度末
	増　減　額
	増　減　率

	地方債現在高〔全会計〕
	6,286,114百万円
	6,232,741百万円
	▲ 53,372百万円
	▲ 0.8%

	
	(参考)府民一人当たり現在高
	711,719円
	706,158円
	▲ 5,561円
	▲ 0.8%

	
	うち　臨時財政対策債等
	3,132,295百万円
	3,192,467百万円
	＋ 60,172百万円
	＋ 1.9%

	
	うち　その他
	3,153,819百万円
	3,040,275百万円
	▲ 113,544百万円
	▲ 3.6%


（※）全会計ベースでは、減債基金に積立てた償還額も地方債残高に含んでいる。
（※）臨時財政対策債等とは、臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債及び減収補塡債の残高を合計したもの。
※「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく健全化判断比率は、９月に暫定値を公表予定。


【用語説明等】

１　【普通会計】とは、一般会計と特別会計の額を合算したものから地方公営企業会計に係る収支を除いたものであり、各地方公共団体間の財政比較や統一的な掌握を容易にするために、地方財政統計上用いられる会計区分である。
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２　【普通会計上の実質収支】とは、形式収支 (歳入総額から歳出総額を差し引いた額) から翌年度へ繰り越すべき財源(繰越明許費、事故繰越額など)を控除した額である。

　　なお、本府は、平成１０年度から１９年度まで実質収支が赤字（赤字決算）であったが、赤字決算となるのは、予算の段階で歳入に赤字雑入（当該年度中に収入の見込みがなく、翌年度から繰上げて充当している歳入。これを計上していると実質的に収支が均衡していない「赤字予算」である。）を計上しており、決算段階でこれを解消できなかった場合などである。
３　【財政力指数】とは、地方公共団体の財政力(体力)を示す指数であり、指数が高いほど財源に余裕があるものとされている。基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値を過去３か年の平均値で示す指数である。

４　【経常収支比率】とは、経常一般財源（地方税、地方交付税など毎年度連続して経常的に収入され、自由に使用できる財源）が、経常的経費（人件費、扶助費、公債費など団体が行政活動を行うために年々継続し、固定的に支出される経費) にどの程度充当されているかを示す比率であり、この比率が低いほど財政構造に弾力性があることとなる。なお、経常一般財源の収入総額には、平成13年度から減税補塡債及び臨時財政対策債を、平成19年度から臨時財政対策債及び減収補塡債（特例分）を含むものとされた。　　　　　　　　　　　　
　　　　　経常収支比率 (％) ＝ 経常的経費に充当された一般財源額 ／ 経常一般財源の収入総額　× 100％
５　【普通会計の地方債現在高】とは、一般会計と特別会計の地方債現在高を合算したものから地方公営企業会計に係るものを除くとともに、満期一括償還方式によって発行した民間資金で減債基金への積立相当額については、償還したものとして現在高から控除するものである。
６　【臨時財政対策債】とは、地方交付税の財源不足を補うために国と地方が折半して負担し、その地方負担分として発行する赤字債のことである（地方財政法第5条の特例として、建設事業等の投資的経費以外の経費に充当できる）。元利償還に必要な額は、後年度の交付税の基準財政需要額に算入される。
７　【財政調整基金】とは、地方公共団体の年度間の財源の調整を図り、財政の健全な運営に資するための基金である。


【参　考】

· 単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差等が一致しない場合がある。

１　一般会計決算見込み                                                                                 （単位：百万円、％）
	区　　　　　　　　分
	平成２７年度 (A)
	平成２８年度 (B)
	増減額 (B)-(A)=(C)
	増減率 (C)/(A)

	歳　 入 　総 　額 　  (a)
	3,195,479
	3,070,101
	▲ 125,377
	▲ 3.9

	歳　 出 　総 　額　   (b) 
	3,183,097
	3,060,819
	▲ 122,278
	▲ 3.8

	形 式 収 支   (a)-(b)=(c)
	12,381
	9,282
	▲ 3,099
	―　

	翌年度へ繰越すべき財源(d)
	6,956
	7,157
	＋ 201
	―　

	実 質 収 支   (c)-(d)=(e)
	5,426
	2,125
	▲ 3,301
	―　


　

· 一般会計実質収支の黒字額（決算剰余金）については、大阪府財政運営基本条例第２０条に基づき、１／２ずつを減債基金と
財政調整基金に編入する。（２８年度決算では、１０億６２百万円）

２　府税の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円、％）

	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２８　　年　　度

	
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率

	法人二税
	368,908
	25.8
	＋ 12.1
	407,988
	28.8
	＋ 39,081
	＋ 10.6

	
	法人府民税
	75,529
	5.3
	▲ 11.3
	69,028
	4.9
	▲ 6,500
	▲ 8.6

	
	法人事業税
	293,379
	20.5
	＋ 20.2
	338,960
	23.9
	＋ 45,581
	＋ 15.5

	個人府民税
	347,037
	24.3
	＋ 1.8
	337,088
	23.8
	▲ 9,949
	▲ 2.9

	個人事業税
	14,652
	1.0
	＋ 2.6
	14,858
	1.1
	＋ 205
	＋ 1.4

	府民税利子割
	8,091
	0.6
	▲ 14.7
	4,036
	0.3
	▲ 4,054
	▲ 50.1

	地方消費税
（清算金除く）
	　507,403
(363,867)
	35.5


	＋ 51.6
(＋ 56.3)
	466,895

(350,201)
	33.0


	▲ 40,508

(▲ 13,666)
	▲ 8.0

(▲ 3.8)

	不動産取得税
	35,816
	2.5
	＋ 17.4
	38,484
	2.7
	＋ 2,668
	＋ 7.4

	府たばこ税
	12,200
	0.9
	▲ 1.5
	11,964
	0.8
	▲ 237
	▲ 1.9

	ゴルフ場利用税
	1,524
	0.1
	▲ 0.5
	1,471
	0.1
	▲ 53
	▲ 3.4

	自動車取得税
	8,120
	0.6
	＋ 61.2
	8,760
	0.6
	＋ 639
	＋ 7.9

	軽油引取税
	45,680
	3.2
	＋ 2.0
	46,647
	3.3
	＋ 967
	＋ 2.1

	自動車税
	78,115
	5.5
	▲ 1.6
	77,574
	5.5
	▲ 541
	▲ 0.7

	鉱区税
	0
	0.0
	▲ 23.1
	0
	0.0
	▲ 0
	▲ 42.9

	狩猟税
	8
	0.0
	▲ 23.4
	8
	0.0
	▲ 0
	▲ 2.6

	宿泊税
	－
	－
	－
	88
	0.0
	＋ 88
	皆増

	旧法による税
	23
	0.0
	＋12.4
	21
	0.0
	▲ 2
	▲ 10.7

	府税合計
	1,427,579
	100.0
	＋ 18.8
	1,415,882
	100.0
	▲ 11,697
	▲ 0.8

	
	地方消費税清算金除く
	1,284,042
	89.9
	＋ 16.7
	1,299,188
	91.8
	＋ 15,145
	＋ 1.2


　



３　社会保障
（１）社会保障関係経費

（単位：百万円、％）
	区分
	平　　成　　２７　　年　　度
	平　　成　　２８　　年　　度

	
	決　算　額
	構 成 比
	増 減 率
	決 算 見 込 額
	構 成 比
	増　減　額
	増 減 率

	民　生　費
	491,803
	89.9
	＋ 5.1
	504,142
	86.0
	＋ 12,339
	＋ 2.5

	
	扶助費
	32,540
	5.9
	＋ 6.0
	33,923
	5.8
	＋ 1,383
	＋ 4.3

	
	補助費等
	424,623
	77.7
	＋ 7.3
	442,935
	75.6
	＋ 18,313
	＋ 4.3

	
	その他
	34,641
	6.3
	▲ 16.0
	27,284
	4.6
	▲ 7,357
	▲ 21.2

	衛　生　費
	55,034
	10.1
	＋ 9.1
	82,098
	14.0
	＋ 27,064
	＋ 49.2

	
	扶助費
	15,873
	2.9
	▲ 0.3
	17,607
	3.0
	＋ 1,734
	＋ 10.9

	
	補助費等
	20,948
	3.8
	＋ 18.4
	17,674
	3.0
	▲ 3,274
	▲ 15.6

	
	その他
	18,213
	3.4
	＋ 8.1
	46,816
	8.0
	＋ 28,604
	＋ 157.1

	社会保障関係経費合計
	546,838
	100.0
	＋ 5.5
	586,240
	100.0
	＋ 39,402
	＋ 7.2

	
	扶助費
	48,413
	8.8
	＋ 3.8
	51,530
	8.8
	＋ 3,117
	＋ 6.4

	
	補助費等
	445,571
	81.5
	＋ 7.7
	460,610
	78.6
	＋ 15,039
	＋ 3.4

	
	その他
	52,854
	9.7
	▲ 9.0
	74,100
	12.6
	＋ 21,246
	＋ 40.2


　　(※) 社会保障関係経費は、民生費（災害救助費を除く）及び衛生費から、それらに係る人件費を除いた額としている。
（２）地方消費税増収分の活用による社会保障の充実・安定化
（単位：百万円）

	事　　　　項
	事 業 内 容
	決算見込額

（一般財源）

	子ども・子育て支援
	子ども・子育て支援新制度の実施
	24,195

	
	社会的養護の充実
	439

	
	新子育て支援交付金の創設
	2,180

	
	乳幼児医療費助成制度の再構築
	225

	医療・介護
	医療・介護サービスの提供体制改革
	地域医療介護総合確保基金（医療分野）
	956

	
	
	地域医療介護総合確保基金（介護分野）
	1,545

	
	
	医療介護連携・処遇改善・認知症対策 等
	2,162

	
	医療・介護保険制度の改革
	介護保険の低所得者軽減強化
	528

	
	
	国民健康保険への財政支援拡充など
	7,271

	
	難病・小児慢性特定疾患への対応
	難病・小児慢性特定疾患の新制度
	84

	義務的経費の自然増減　※分野：生活保護、障がい、児童、介護、国保、後期高齢、医療など
	40,529

	消費税率引上げに伴う社会保障経費の増加への対応
	1,011

	合　　　　　　　計
	81,125


	【歳出】
· 平成28年度社会保障関係経費　　　　　　　　　　　　　　　５,８６２億４０百万円
うち地方消費税の増収分を活用した社会保障の充実・安定化　　　８１１億２５百万円
【歳入】
· 平成28年度における地方消費税の税率引上げによる増収分　　　 　７５６億１百万円


平成２８年度普通会計決算のポイント


※詳細は３頁以降参照


１　決算収支


平成２８年度一般会計決算の概要　※一般会計とは普通会計から特別会計を除いたもの（Ｐ６参考）


　○歳入総額　　３兆７０１億円（対前年度比　▲１,２５４億円、▲３.９％）


　○歳出総額　　３兆６０８億円（　　同　　　▲１,２２３億円、▲３.８％）


　○実質収支　　　　　２１億円（前年度に比べ３３億円減）


　　　⇒ 財政運営基本条例に基づき1/2ずつが減債基金と財政調整基金に積立てられる。⑬
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